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 監 査 公 表       

静岡市監査公表第14号 

地方自治法第199条第７項の規定による監査を行った結果は、次のとおりである。 

同条第９項の規定により、これを公表する。 

  平成22年３月30日            

  静岡市監査委員 海 野   洋 

    同    戸 谷 雄 一 

同    栗 田 裕 之 

同    岩 崎 良 浩 

 

 

記 

 

監査の種別  財政援助団体に対する監査 

監査の対象  １ フォッサ・サッカーのまち市民協議会補助金 

          所管部局 生活文化局文化スポーツ部スポーツ振興課 

          援助団体 フォッサ・サッカーのまち市民協議会 

       ２ 静岡市防火協会補助金 

          所管部局 消防防災局消防部予防課 

          援助団体 静岡市防火協会 
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３ 静岡市交通指導員会補助金 

          所管部局 生活文化局市民生活部市民生活課 

          援助団体 静岡市交通指導員会 

監査の範囲  平成20年度中における出納、その他事務事業の執行状況で当該財政援助に係

るもの 

監査の着眼点  １ 所管部局 

        ⑴ 補助金の決定は法令等に適合しているか。 

        ⑵ 補助金の交付目的及び補助対象事業の内容は明確か。 

        ⑶ 補助金に関する条件の内容は明確か。 

        ⑷ 補助金の額の算定、交付方法、時期、手続等は適正か。 

        ⑸ 補助金の条件の履行の確認は、実績報告書等によりなされているか。 

        ⑹ 補助金交付団体への指導監督は適切に行われているか。 

        ⑺ 補助要綱等の見直しが行われているか。 

        ⑻ 補助金の効果の検証が行われているか。 

       ２ 監査対象団体 

        ⑴ 事業計画書、予算書及び決算諸表等と所管部局へ提出した補助金の交

付申請書、実績報告書等は符合するか。 

        ⑵ 補助金交付申請書の提出及び補助金の請求、受領は適時に行われてい

るか。 

        ⑶ 事業は、計画及び交付条件に従って実施されているか。また、補助金

が補助対象事業以外に流用されていないか。 

        ⑷ 出納関係帳票の整備、記帳は適正か。また、領収書等の証拠書類の整

備、保存は適切か。 

        ⑸ 補助金に係る収支の会計経理は適正か。 

        ⑹ 会計処理上の責任体制は確立されているか。 

        ⑺ 精算報告は適正に行われているか。また、精算に伴う返還金の返還時

期等は適切か。 

        ⑻ 財産の処分制限がある場合に、これに違反するものはないか。 

監査の方法  帳票簿冊等関係書類の監査及び関係者に対する説明聴取 

監査の期間  平成22年２月１日から平成22年３月29日まで 

監査の結果  各団体に交付された補助金は目的に沿って執行されており、財政援助に係る

出納その他の事務はおおむね適正に処理されているものと認められた。 

なお、一部改善・検討を要する事項（指摘事項）が見受けられたので、所管

部局においては、対象団体に対する指導を含めて適切な措置を講ずるとともに、

対象団体にあっては、所管部局の指導に応じた適切な措置を講じられたい。 
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 フォッサ・サッカーのまち市民協議会補助金  

 

１ 監査対象団体の概要 

 ⑴ 設立目的 

   フォッサ・サッカーのまち市民協議会は、サッカーによるまちづくりを推進するにあ

たり、清水エスパルス及び地元サッカーチームを組織的に支援することにより、静岡市

の生活文化の向上に寄与することを目的に平成６年12月６日に設立された。 

 ⑵ 事業概要 

   平成20年度の主な事業概要は、次のとおりである。 

  ア 機関紙の発行  5,000部 

  （ア）機関紙第22号「フォッサ・サッカーのまち静岡」 

  イ 2008北京オリンピック日本代表静岡市関係出場者応援支援 

  ウ 各種サッカー大会協力 

  （ア）第87回全国高等学校サッカー選手権大会静岡大会広告協賛 

  エ 2008ＪリーグヤマザキナビスコカップＦＩＮＡＬ応援観戦バスツアー 

  （ア）実 施 日 平成20年11月１日（土） 

  （イ）会 場 国立競技場 

  （ウ）参加人数 120人 

  オ 清水エスパルス必勝祈願（出陣式） 

  カ オレンジスポーツフィールド2009 

  （ア）実 施 日 平成21年３月１日（日） 

  （イ）会 場 葵スクエアほか 

  （ウ）参加人数 約1,000人 

  キ 地域交流応援事業支援 

  （ア）「地域交流応援シート事業」の支援 

  ク オレンジ化推進計画支援 

  （ア）各種サッカー大会及びイベント時ののぼり旗及び啓発品（クリアーファイル）作

製 

(注)  指摘事項とは、法令、条例、規則等に違反している事項、又は経済性、効率性、有

効性の観点から改善を要する事項など、特に指摘すべき事項として、地方自治法の規

定に基づき監査結果で報告し、公表するものである。 
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  ケ パルちゃんクラブ活動 

  （ア）清水エスパルスのホームゲームを開催する際の運営ボランティア募集及び試合運

営の補助 

（イ）参加ボランティア人数 416人 

 ⑶ 対象補助金 

   平成20年度フォッサ・サッカーのまち市民協議会補助金 1,800,000円 

 

２ 収支の状況 

  平成20年度における収支の状況は、次のとおりである。 

（単位 円） 

収入 支出 

補助金 1,800,000 事業費 2,861,458 

繰越金 36,680 自主事業費 2,791,543 

諸収入 1,563 支援事業費 69,915 

参加者負担金 1,091,500 会議費 28,200 

  事務費 40,085 

合計 2,929,743 合計 2,929,743 

 

３ 書類の整備状況 

  監査した帳票簿冊のうち主なものは次のとおりである。 

 ⑴ 所管部局 

   平成20年度フォッサ・サッカーのまち市民協議会綴（補助金交付決定伺決裁、補助金

交付確定伺決裁、平成20年度事業報告書）、支出負担行為伺書綴 

 ⑵ 監査対象団体 

   フォッサ・サッカーのまち市民協議会規約、フォッサ・サッカーのまち市民協議会支

払調書綴、平成20年度フォッサ・サッカーのまち市民協議会綴（予算書、決算書）、預金

通帳、委員名簿、機関紙第22号「フォッサ・サッカーのまち静岡」 

 

４ 改善、検討を要する事項【指摘事項】 

  次に述べる事項については、適切な措置を講じられたい。 

 ⑴ 実績報告書の審査について（所管部局） 

   当該補助金の交付条件に、「交付申請書及び添付書類に記載した内容を変更しようとす

るときは、あらかじめ市長の指示又は承認を受けること。」が付されていたが、団体は、

この手続きを執らずに事業計画を変更していた。これに対し所管課は、団体から実績報

告書が提出された時点において事実を把握しながら、静岡市補助金等交付規則第14条に

規定する是正のための措置について指示をしていなかったので、適正に対応されたい。 
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 ⑵ 事業計画の変更に係る手続きについて（監査対象団体） 

  ア 当初、事業計画では予定されていなかった事業（２００８Jリーグヤマザキナビスコ

カップＦＩＮＡＬ応援バスツアー）の実施については、参加者負担金のみで実施する

予定であったが、結果として支出額が収入額（参加者負担金）を上回り、不足分を補

助金から充当したことにより、当該事業は補助対象事業となる。 

この場合、補助金交付決定の条件である「交付申請書及び添付書類に記載した内容

を変更しようとするときは、あらかじめ市長の指示又は承認を受けること。」に該当す

ることとなるため、市長（所管課）の承認が必要となるが、この承認を得ていなかっ

たので、適正に処理されたい。 

  イ 市長（所管課）に提出した平成20年度事業計画書に記載の事業のうち、未実施のも

の（日韓スポーツ交流事業）について、事業計画の変更に係る市長（所管課）の承認

を得ていなかったので、適正に処理されたい。 

 ⑶ 会計年度を越えた支出について（監査対象団体） 

当協議会の会計年度は、フォッサ・サッカーのまち市民協議会規約で、４月１日から

翌年３月31日までと規定されているが、会計年度を越えた平成21年４月及び５月に支出

した金額を平成20年度決算に含めていたので、適正に処理されたい。 

 

５ 意見・要望 

 ⑴ 団体の自主・自立に向けて（所管部局） 

   フォッサ・サッカーのまち市民協議会は、本市が掲げる「日本一のサッカーフレンド

シティ構想」を実現するため、市民の立場から「サッカーをキーワードにしたまちづく

り」を実践する団体として、清水エスパルスの支援を始め、地元サッカーチームを支援

してきた。 

この「日本一のサッカーフレンドシティ構想」の見直しにあたっては、「静岡市行財政

改革推進大綱実施計画（平成22年度～平成26年度）」にも掲げられているところであるが、

広く市民の意見を反映した活動等の実施や新たに自主財源を確保することによる補助金

の削減を目指すなど、団体の自主・自立に向けた取り組みを、市と団体との協働により、

計画どおりに遂行されるよう要望する。 

 

 

 静岡市防火協会補助金  

 

１ 監査対象団体の概要 

 ⑴ 設立目的 

   静岡市防火協会は、市消防機関と協力し、地区防火協会と連携を保ち、消防思想の普

及徹底及び災害の予防につとめ、無火災静岡市の実現をはかり、市民共同の福祉増進に
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寄与することを目的に昭和31年４月１日に設立された。 

 ⑵ 事業概要 

   平成20年度の主な事業概要は、次のとおりである。 

  ア 静岡市防火協会委員会の開催 

   (ア) 平成20年６月16日（月） 静岡県産業経済会館 出席者60人 

      平成19年度事業報告・歳入歳出決算及び平成20年度事業計画・歳入歳出予算（案）

承認 

  イ 火災予防思想の普及啓発 

   (ア) 住宅用火災警報器の設置促進（広報用パンフレットによるＰＲ） 

   (イ) 火災予防運動時における火災予防ポスターの作製・配布 2,000枚 

   (ウ) 火災予防運動時における広報用ノベルティー（啓発品）の配布 1,500個 

   (エ) 秋季火災予防運動「動物園しょうぼう広場」への協賛 

      平成20年11月９日（日） 日本平動物園 参加者約1,500人 

   (オ) 静岡市防火大会の開催 

      平成21年３月１日（日） 静岡市市民文化会館 参加者約1,000人 

      落語家を招いての防火講話など 

  ウ 功労者の表彰 

   (ア) 退任役員表彰 ９人 

      平成20年６月16日（月） 静岡市防火協会委員会 

   (イ) 無火災地区表彰 13地区 

      平成21年３月１日（日） 静岡市防火大会 

 ⑶ 対象補助金 

   平成20年度静岡市防火協会補助金 853,000円 

 

２ 収支の状況 

  平成20年度における収支の状況は、次のとおりである。 

                                   （単位 円） 

収入 支出 

会費 65,000 事務費 11,800 

補助金 853,000 事業費 1,069,469 

協力金 150,000 会議費 23,177 

雑収入 835 雑費 315 

繰越金 77,184 翌年度繰越金 41,258 

合計 1,146,019 合計 1,146,019 

 

３ 書類の整備状況 
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  監査した帳票簿冊のうち主なものは次のとおりである。 

 ⑴ 所管部局 

   静岡市防火協会関係綴（補助金交付決定伺決裁、平成20年度事業計画書、支出負担行

為伺書、補助金交付確定伺決裁、平成20年度事業報告書）、防火大会関係綴、住宅防火対

策綴 

 ⑵ 監査対象団体 

   平成20年度静岡市防火協会関係綴（予算書、決算書、静岡市防火協会会則、静岡市防

火協会役員名簿）、平成20年度予算執行状況報告・予算照査簿、平成20年度受入・支出調

定書（領収書）、預金通帳 

 

４ 意見・要望 

 ⑴ 防火事業における役割の明確化について（所管部局及び監査対象団体） 

   協会の実施する事業は、設立目的に沿って実施されていたが、一部の事業において、

市が実施する事業なのか、協会が実施する事業なのか役割が明確になっていないものが

見受けられた。協会の各事業の実施には市消防機関等との協力が不可欠であるものの、

本来、補助対象事業は補助団体である協会が行うべきものであり、補助金の適正な執行

のためにも、防火事業における市消防機関と協会の役割を明確にされたい。 

 

 

 静岡市交通指導員会補助金  

 

１ 監査対象団体の概要 

 ⑴ 設立目的 

   静岡市交通指導員会は、交通道徳の高揚を図り、交通安全思想を広く一般市民に徹底

し、交通事故を未然に防止することを目的に、旧静岡市、旧清水市において組織されて

いたが、平成15年４月１日の両市の合併による組織の統合で「静岡市交通指導員会」と

名称を変更し、平成18年３月31日には旧蒲原町、平成20年11月１日には旧由比町との合

併で、両町の交通指導員会を統合し、静岡支部、清水支部、蒲原支部、由比支部の４支

部から構成され、現在に至っている。 

 ⑵ 事業概要 

   平成20年度の主な事業概要は、次のとおりである。 

  ア 学童・園児等の登下校時の街頭指導（市内全域） 

  イ 一般歩行者、自転車、自動車への安全通行指導（市内全域） 

  ウ 静岡市交通安全推進協議会が行う交通安全運動への参加 

     実施日 平成20年４月６日（日）～４月15日（火） 

         平成20年７月11日（金）～７月20日（日） 
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         平成20年９月21日（日）～９月30日（火） 

         平成20年12月15日（月）～12月31日（水） 

  エ 各種要請行事への参加 

   (ア) 交通安全運動 

    ① 緊急死亡事故抑止のための街頭指導 

       実施日 平成20年６月10日（火） 

       静岡地区・清水地区・蒲原地区  137人 

    ② 交通指導員夏の一斉街頭指導 

       実施日 平成20年７月１日（火） 

       静岡地区・清水地区・蒲原地区  138人 

    ③ 秋の全国交通安全運動「トワイライト作戦」街頭指導 

       実施日 平成20年９月22日（月） 

       静岡地区・清水地区  18人 

    ④ 交通指導員冬の一斉街頭指導 

       実施日 平成20年12月１日（月） 

       静岡地区・清水地区・蒲原地区  137人 

   (イ) 大規模イベント 

      日本平桜マラソン、安倍川花火大会、清水みなとまつり、市町村対抗駅伝、静

岡駿府マラソンへの協力 

  オ 通学・通園路の点検整備への協力 

  カ 学区交通安全会の行事への参加協力 

  キ 春、夏、秋、年末に行われる交通安全県民運動への参加協力 

    実施日  ウと同一日に実施 

  ク みんなで進める交通安全県民運動への参加協力 

  ケ 交通事故ゼロの日推進運動への参加協力 

  コ 交通安全街頭広報   

 ⑶ 対象補助金 

   平成20年度静岡市交通指導員会補助金 2,766,000円 

 

２ 収支の状況 

  平成20年度における収支の状況は、次のとおりである。 

                                  （単位 円） 

収入 支出 

前年度繰越金 832,945 需用費 147,953 

会費 270,000 役務費 116,100 

補助金 2,766,000 手数料 2,520 
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助成金 200,000 負担金 100,000 

総会会費 350,000 慶弔費 38,301 

雑収入 143,560 事業費 2,976,451 

  次期繰越金 1,181,180 

合計 4,562,505 合計 4,562,505 

 

３ 書類の整備状況 

  監査した帳票簿冊のうち主なものは次のとおりである。 

 ⑴ 所管部局 

   交通指導員会補助金交付申請書綴（補助金交付決定伺決裁、支出負担行為伺書、補助

金交付確定通知伺決裁） 

 ⑵ 監査対象団体 

   静岡市交通指導員会本部会計綴（静岡市交通指導員会会則、予算書、決算書、出納簿、

総会資料、通帳（写）、収入報告書、支出書）、支部会計綴（決算書、出納簿、領収書等） 

 

４ 改善、検討を要する事項【指摘事項】 

  次に述べる事項については、適切な措置を講じられたい。 

 ⑴ 会計年度を越えた支払いについて（監査対象団体） 

   当会の会計年度は静岡市交通指導員会会則で４月１日から翌年３月末日と規定されて

いるが、会計年度を越えた平成21年４月に支出した金額を平成20年度決算に含めていた

ので、適正に処理されたい。 

 ⑵ 経理事務及び書類の整備保管について（監査対象団体） 

本部会計から支出している各支部の活動費について、関係書類を確認したところ、一

部において領収書がないものや帳簿への記載不備などが見受けられた。また、すでに一

部関係書類が廃棄処分されていたものがあったが、補助金交付決定通知書の交付の条件

において、「経理は厳格を期し、収支に関する帳簿及び領収書等の関係書類を整備保管し

てください。」とされているので、適正な書類の整備保管と厳格な経理事務に努めるとと

もに、適切な措置を講じられたい。 

 

５ 意見・要望 

⑴ 組織の明確化と役割分担について（所管部局及び監査対象団体） 

   当会は数度の市町合併の度に組織の改編がなされ現在に至っており、当会本部と合併

前の市町の区域による各支部との複雑な事業執行体制が生まれ、その結果、改善、検討

を要する事項に指摘したとおり、経理において不明瞭な部分も見受けられた。 

   そのため、こうした当会本部と各支部の関係の整理や所管課との事務の役割分担の明

確化については、さまざまな過去の経緯があり、即座に問題を解決することは難しいと
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思われるが、所管課と当会において改善に向けた協議を進められるよう要望する。 

 

 

総括 

 以上が平成21年度における財政援助団体監査の結果であるが、さらに、総括的な意見を述

べれば次のとおりである。 

 

１ 補助基準の明確化について（所管部局） 

   各補助金の交付額の算定にあたり、踏襲的に予算の範囲内で一定額を補助するなど交付

額の算出根拠が明確になっていなかった。補助金は、公益目的の実現のために、特定の事

業の達成を援助するものである。交付額の算定にあたっては、公金の適正な支出を担保す

るため、その客観性、妥当性及び透明性が確保される必要がある。補助対象事業の目的、

内容、経費、実績報告書等を検証の上、補助基準を作成されたい。 

２ 補助金の効果の検証について（所管部局） 

各監査対象団体は、設立目的の達成のため、様々な活動を行っており、その活動は一定

の効果が認められるところである。一方、補助金の効果の検証については、所管部局にお

いて、そのための基準が整備されていなかった。補助対象事業によっては、客観的な基準

によりその効果を計数化することが困難な事業もあるが、補助金が一定の目的をもって交

付される以上、効果の検証は補助を行う上で最も重要な確認事項の一つである。補助金の

必要性、有効性を確認するためにも、どれだけの効果をもたらしたかという視点に立って

絶えず検証を行われたい。 

３ 補助金に係る事務の適正化について（所管部局） 

各監査対象団体の事務局が所管部局内に設置され、所管部局の担当者が団体に係る事務

を執行していた。団体の設立経緯や運営状況により、市が団体の活動を支援せざるを得な

いという事情を考慮しても、所管部局の担当者が補助金の請求事務と交付事務を取り扱う

ことなどは、補助金の適正な執行という観点から決して望ましい状態とはいえないので、

今後、団体への支援方法及び団体の自立について検討されたい。 

 

 

 

                           

 

静岡市監査公表第15号 

地方自治法第199条第12項の規定により、措置を講じた旨の通知があったので、これを公表

する。 

  平成22年３月30日            
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  静岡市監査委員 海 野   洋 

    同    戸 谷 雄 一 

同    栗 田 裕 之 

同    岩 崎 良 浩 

 

記 

 

１ 平成21年度第１回定期監査 

 ⑴ 調定及び不納欠損処理について[財政局 税務部 税制課] 

【指摘事項】 

   市税における調定及び不納欠損に係る決裁処理の遅延により、静岡市会計規則第16条

に規定する調定及び同規則第20条に規定する会計管理者への通知が一部されていなかっ

たので、適正に処理されたい。 

 

 【措置の状況】（平成22年３月25日 報告） 

   指摘に基づき、市税における遅延した調定及び不納欠損に係る決裁を処理し、静岡市

会計規則第16条に規定する調定及び同規則第20条に規定する会計管理者への通知をしま

した。 

   今後は、同一予算科目及び同一決定日の調定をまとめて処理すること等により事務処

理時間の短縮を図るほか、関係課と継続的に協議を行うなど事務の適正な処理に努めて

まいります。 

 

 

２ 平成21年度第２回定期監査 

 

⑴ 調定及び減額調定処理等について[保健福祉子ども局 子ども青尐年部 子育て支援

課] 

  【指摘事項】 

   社会保険料収入、雑収（児童手当及び児童扶養手当過払金等繰越、乳幼児医療費助成

に伴う高額療養費等）において、静岡市会計規則第16条及び第18条に規定する調定及び

調定額の変更並びに同規則第20条に規定する会計管理者への通知が一部されていなかっ

たので、適正に処理されたい。 

 

 【措置の状況】（平成22年３月５日 報告） 

   社会保険料収入、雑収（児童手当及び児童扶養手当過払金等繰越、乳幼児医療費助成

に伴う高額療養費等）において、静岡市会計規則第16条及び第18条に規定する調定及び
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調定額の変更並びに同規則第20条に規定する会計管理者への通知を実施するとともに、

担当職員に対する指導を行い、事務の適正な処理を徹底しました。 

 

 

⑵ 調定及び減額調定処理等について[保健福祉子ども局 子ども青尐年部 保育課] 

【指摘事項】 

保育所費負担金、保育所使用料及び社会保険料収入において、静岡市会計規則第16条

及び第18条に規定する調定及び調定額の変更並びに同規則第20条に規定する会計管理者

への通知が一部されていなかったので、適正に処理されたい。 

 

【措置の状況】（平成22年３月５日 報告） 

保育所費負担金、保育所使用料及び社会保険料収入において、静岡市会計規則第16条

及び第18条に規定する調定及び調定額の変更並びに同規則第20条に規定する会計管理者

への通知を実施するとともに、担当職員に対する指導を行い、事務の適正な処理を徹底

しました。 

 

 

⑶ 普通財産の貸付事務について[保健福祉子ども局 保健衛生部 保健所 精神保健福

祉課] 

【指摘事項】 

電柱等の設置に係る普通財産の貸付け手続きにおいて、行政財産の目的外使用許可に

準じた手続きを行い「普通財産貸付承認書」により許可をしていたが、普通財産の貸付

けについては、静岡市財産管理規則第31条第２項において契約書の作成が規定されてい

るほか、行政財産の目的外使用許可に係る手続きとは異なるので適正な措置を講じられ

たい。 

 

【措置の状況】（平成22年３月５日 報告） 

   電柱の設置に係る普通財産の貸付け手続きについて、静岡市財産管理規則第31条第２

項に基づき、相手方と新たに契約手続きを行うこととしました。 

 

 

⑷ 清水病院医事業務委託について [病院局 清水病院事務局 医事課] 

  【指摘事項】 

   積算において、パート従事員の勤務時間数の算出が誤っており、本来の積算額よりも

高く算出されたことにより、予定価格も本来より高く設定され、その結果、本来よりも

高い金額で契約されていた。委託業務における積算にあたっては、十分留意するととも
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に、課内のチェック体制の見直しなど、今後、誤りがないよう適正な措置を講じられた

い。 

 

【措置の状況】（平成22年３月11日 報告） 

医事業務委託の積算における仕様書に基づくパート従業員の勤務時間数の算定等につ

いて、複数の職員により確認を行うなど正確を期すよう全職員に周知徹底しました。 

 

 

 ⑸ 用宗漁港海岸ごみ収集運搬業務委託について[経済局 農林水産部 水産漁港課] 

【指摘事項】 

可燃ごみの収集において、仕様書で定められている業務の実施回数及び実施曜日につ

いて、受託者から提出された清掃工場搬入量報告書をみると、いずれの月においても規

定された実施回数の半分以下となっており、実態と仕様書で大幅な差異があった。仕様

書では甲の指示により回数及び曜日は変更できると規定されているものの、変更された

記録はなかった。 

また、缶、ビンの収集においては、仕様書で様式を定めていないことから、受託者か

らの報告自体がされていなかった。このような状況から委託業務が確実に履行されてい

るとは言えず、所管課による確認行為も不十分であるので、早急に業務内容と検査体制

を確認するとともに、適切に受託者への指導を行うなど、必要な措置を講じられたい。 

 

【措置の状況】（平成22年３月８日 報告） 

   指摘を受け、受託業者と早急に協議した結果、清掃工場への搬入のみを記録していた

報告書を12月から変更し、作業日、搬入量、搬入金額、搬入場所が一目でわかるよう改

善しました。 

   また、清掃工場で発行した処理方法書（写）を同時に提出させ、収集作業日と同日に

搬入していることが確認できるように改善しました。缶、ビンについても同様に報告さ

せることにより、的確に確認できるよう改善しました。 

   これら報告書様式の変更に伴い、契約業者へ記入方法等説明するとともに、改めて仕

様書を再確認し、委託業務の適正な履行を行うよう指導しました。 

   同時に、報告書により、契約書並びに仕様書に則した委託業務が行われているか確認

することを、再度課内で徹底しました。 

 

 

⑹ 行政財産の目的外使用料の収納について[都市局 都市計画部 清水駅周辺整備課] 

【指摘事項】 

行政財産の目的外使用料については、静岡市行政財産の目的外使用に係る使用料に関
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する条例第２条に規定する計算式によって算出されることとなるが、所管課においては、

納付書及び許可書を申請者に対し送付する際に、使用料が条例に規定する計算式により

算出された使用料よりも１円多いことを認識していながらそのまま送付し収納してい

た。また、正規使用料との差額１円について、返還等の手続きを怠っていたので適正な

措置を講じられたい。 

 

【措置の状況】（平成22年３月４日 報告） 

   正規使用料との差額１円について、返還の手続きを行いました。また、今後、適正な

事務処理を行うよう努めます。 

 

 

⑺ 側溝清掃修繕について[都市局 都市計画部 大谷区画整理推進課] 

【指摘事項】 

施工場所が異なるものの、同様の作業内容である側溝清掃修繕をほぼ同一時期に同一

業者１者から見積りを徴収し単独随意契約により実施していたが、これらを合計すると5

0万円を超える金額となり所定の手続きが必要となるので、適正な事務執行をされたい。 

 

【措置の状況】（平成22年３月１日 報告） 

   指摘に基づき、今後の修繕においては、計画的な修繕計画の下、市の規定を遵守し、

効率的、効果的な執行管理に努めます。 

 

 

 ⑻ タクシー券の管理について[建設局 土木部 河川課] 

【指摘事項】 

建設局で災害対応に係る緊急出動のため使用するタクシー券について、管理簿の作成、

職員への配布、返納処理及び使用に伴う支払手続きを河川課で一括管理していたが、平

成20年５月１日から平成21年４月30日までを使用期間として、平成20年５月１日に配布

したタクシー券の内、一部紛失したものが見受けられた。このことに関して、平成21年

４月７日に返却依頼し、回収をするまではその事実確認ができていなかった。今後は、

配布方法等の見直しを含め適時適切に管理が図れるよう適正に処理するとともに、関係

職員に対して厳正に取扱うよう再度周知徹底を図られたい。 

 

【措置の状況】（平成22年３月23日 報告） 

   タクシー券の管理に当たっては、河川課において各課に配布しておりますが、配布後

の管理責任の所在が不明確であったため、今後は、配布先課の担当者の受領印から、管

理責任者である配布先課長の受領印に変更し、責任を明確に致します。 
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   また、より厳正な取扱いを求めるよう注意喚起を文書により行いました。 

   配布後の対応としましては、配布先各課長名において、現在行っている使用時の即時

報告に加え、一ヶ月に一度、タクシー券の保管状況を河川課に報告するよう徹底しまし

た。万一、紛失が発覚した際には、直ちに報告するよう改善を図りました。 

 

 

 ⑼ 普通財産の貸付事務について[建設局 道路部 高規格道路推進課] 

【指摘事項】 

電話柱等の設置に係る普通財産の貸付手続きにおいて、行政財産の目的外使用許可に

準じた手続きを行い「普通財産貸付承認書」により許可をしていたが、普通財産の貸付

けについては、静岡市財産管理規則第31条第２項において契約書の作成が規定されてい

るほか、行政財産の目的外使用許可に係る手続きとは異なるので適正な措置を講じられ

たい。 

 

【措置の状況】（平成22年３月４日 報告） 

   指摘に基づき、普通財産貸付承認書により許可をしていた２件の普通財産の貸付けに

ついては、契約書の締結をいたしました。 

 

 

３ 平成21年度第３回定期監査 

 ⑴ 普通財産の貸付けについて[静岡市井川財産区（生活文化局 市民生活部 井川支所） 

【指摘事項】 

普通財産（土地）の貸付けにおいて、相手方から申請書が提出されていないにも係わ

らず貸付けをしていたので、静岡市財産管理規則第31条の規定に基づき、適正な措置を

講じられたい。 

 

【措置の状況】（平成22年３月17日 報告） 

   普通財産貸付者に貸付ける際の事務手続きを説明し、静岡市財産管理規則第31条の規

定に基づき、普通財産貸付申請書を提出させました。 

 

 

４ 平成21年度指定管理者監査 

 

⑴ 指定管理者実施事業の実施内容の点検、確認について[港湾会館清水日の出センター・

同別館（経済局 商工部 清水港振興課）] 

【指摘事項】（所管部局に対するもの） 
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   指定管理者から提出された平成20年度事業報告書については、所管課において課内供

覧はしているものの、「指定管理者制度事務処理要領」に定められている事業の実施内容

の点検、確認等の検査を実施しておらず、作成が義務づけられている検査結果報告書の

作成もされていなかったので、適正な事務処理をされたい。 

 

【措置の状況】（平成22年３月１日 報告） 

指定管理者から提出された事業報告書に対し「指定管理者制度事務処理要領」に従い、

点検、確認を実施し、検査結果報告書を作成しました。また、検査結果について指定管

理者への通知を行いました。今後は、要領に定める手順に従い事務処理を進めることと

し、漏れ無く確実に業務を実施するよう、担当職員に周知、指導を行いました。 

 

 

⑵ 事業報告書の検査について[静岡市賤機都市山村交流センター（経済局 農林水産部 

農林総務課）] 

【指摘事項】（所管部局に対するもの） 

協定書第６条第２項の規定により指定管理者から提出された事業報告書について、静

岡市公文書管理規程第８条の規定に基づく収受処理及び協定書同規定に基づく検査手続

きが執られていなかった。また、指定管理者制度事務処理要領で規定する検査結果報告

書も作成されていなかった。所管部局の検査の実施により、指定管理者に対する必要な

指導、改善等が行われることとなるので、各規程に基づき適正に処理されたい。   

 

【措置の状況】（平成22年２月26日 報告） 

今後、事業報告書については確実に収受処理を行います。また、提出された事業報告

の検査を行うとともに、検査結果報告書を作成し、指定管理者に対する必要な指導･改善

に生かすよう努めてまいります。 

 

 

⑶ 施設使用料の減額、免除承認等の手続きについて[静岡市賤機都市山村交流センター

（経済局 農林水産部 農林総務課）] 

 【指摘事項】（所管部局に対するもの） 

センター施設及び設備を専用して利用しようとする者は、条例及び規則の規定に基づ

き「静岡市都市山村交流センター専用利用許可申請書」を指定管理者に提出し、指定管

理者がこれを認めた際は、「静岡市都市山村交流センター専用利用許可書」を申請者に交

付しなければならない。これに加え使用料を減額又は免除する場合、利用者は、「静岡市

都市山村交流センター使用料減額・免除承認申請書」を市長に提出し、市長がこれを認

めた際は、「静岡市都市山村交流センター使用料減額・免除通知書」を申請者に交付しな
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ければならないものである。しかしながら、使用料を減額・免除されたもののうち、「静

岡市都市山村交流センター専用利用許可申請書」が未提出の状態で、「静岡市都市山村交

流センター使用料減額・免除承認申請書」のみ提出され、これを指定管理者が保管した

まま、所管部局へ未送付となっていたものが見受けられた。これらについては、市長の

承認を得ないまま、指定管理者が使用料を減額・免除して、専用利用に供されており、

条例等の規定を遵守していなかった。 

本来、所管部局は、指定管理者が当該業務を実施するにあたり、事前に事務取扱方法

等を十分に説明し、随時業務の実施状況を確認すべきであるが、その手続きが執られて

いなかったので、指定管理者に対しての指導、改善を図るとともに適正な措置を講じら

れたい。 

 

  【措置の状況】（平成22年２月26日 報告） 

農林総務課にて、施設及び設備の専用利用並びに施設使用料等に係る手続きの手順を

示したマニュアルを作成し、指定管理者に対しても、適切な方法で行うよう指導を行い

ました。 

今後の施設使用料の減額・免除承認等の手続きについては、指定管理者が「静岡市都

市山村交流センター専用利用許可申請書」を受付するとともに、利用者から提出された

「静岡市都市山村交流センター使用料減額･免除承認申請書」を市長（農林総務課）に送

付し、市長（農林総務課）が必要な手続きをとることをマニュアルに明記しました。 

また、減額・免除された20年度分の申請については、市長（農林総務課）において改

めて審査を行い、減額・免除の手続きを実施したほか、今後このようなことのないよう

マニュアルどおりに手続きが実施されているかを随時検査・確認することとしました。 

 

 

                           

 

静岡市監査公表第16号 

地方自治法第252条の38第６項の規定により、監査結果に基づき措置を講じた旨の通知があ

ったので、これを公表する。 

  平成22年３月30日            

  静岡市監査委員 海 野   洋 

    同    戸 谷 雄 一 

同    栗 田 裕 之 

同    岩 崎 良 浩 
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記 

 

１ 平成20年度包括外部監査（平成21年3月17日指摘、平成22年3月26日措置報告） 

 

(1) 施設の設置目的は具体的かについて[総務局総務部総務課、生活文化局市民生活部男

女共同参画課、同局文化スポーツ部文化振興課、同局同部スポーツ振興課、保健福祉子

ども局子ども青尐年部子育て支援課、経済局商工部地域産業課、同局農林水産部農林総

務課、都市局建築部住宅政策課] 

【指摘事項】 

   施設の設置目的は仕様書等に具体的に記載することとされているが、施設の設置目的

が具体的に記載されていない施設が見られた。施設の設置目的は仕様書等で具体的に示

す必要がある。 

 

【措置の状況】 

  [総務局総務部総務課] 

「静岡市における指定管理者制度運用の方針」、「指定管理者制度事務処理要領」など

の本市の指定管理者制度に関する規定（以下、運用方針等という）の範囲内で、仕様書

等で施設の具体的な設置目的を明示するよう各所管課に周知徹底を図りました。 

[生活文化局市民生活部男女共同参画課、同局文化スポーツ部文化振興課、同局同部ス

ポーツ振興課、保健福祉子ども局子ども青尐年部子育て支援課、経済局商工部地域産

業課、同局農林水産部農林総務課、都市局建築部住宅政策課] 

指摘を受けた各施設については、指摘を踏まえて、指定管理者に対して施設の設置目

的を示しました。 

 

  (2) 「直営」とした理由は適切かについて[総務局総務部総務課、生活文化局文化スポ

ーツ部スポーツ振興課、経済局商工部中央卸売市場] 

 【指摘事項】 

    市の方針に照らして、直営の理由が明確ではない施設、直営の理由が明確であって

も検討経緯が文書で残されていない施設が見られた。直営理由が明確でない施設は効

率的・効果的な管理運営方法について再度検討する必要がある。 

 また、検討経緯は文書として保存する必要がある。 

 

【措置の状況】 

   [総務局総務部総務課] 

    「運用方針等」の範囲内で次のとおり徹底を図ります。 

     管理方法について今後検討することとしている施設のほか、施設を新設しようとする
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場合や施設の運営面の変更を行おうとする場合には、「運用方針等」に照らして、最適な

管理方法を検討することを徹底します。また、最適な管理方法について今後検討するこ

ととしている施設については、随時、その検討状況と結果について確認を行います。な

お、公の施設の管理方法に関する所管の意思決定を行う際の決裁文書には検討経緯を添

付することを徹底します。 

［生活文化局文化スポーツ部スポーツ振興課] 

施設の利用実績、管理実績等を把握し、他の施設等と併せ検討しています。現在

直営としている、清水庵原球場、清水長崎交流センターについて指定管理者制度導

入に向けた検討をしていきます。また、検討経緯についても文書化を行なっていき

ます。 

［経済局商工部中央卸売市場] 

中央卸売市場は卸売市場法第８条の規定に基づく認可を受けて開設し、同法施行

例、同法施行規則、業務条例（業務規程）及び同条例施行規則等により運営してい

ます。 

   平成16年６月９日施行の卸売市場法の一部改正に伴い、指定管理者制度を導入す

る場合の業務の範囲について、農林水産省から業務規程例が示されました。 

   この中で、指定管理者による管理可能事務の内容としては、市場における卸売予

定数量等の公表（卸売市場への掲示）事務、施設の使用許可・取消等の事務及び施

設の用途変更・転貸等の承認事務等、市場の施設設備及び物品の維持管理に関する

業務等、一部の業務に限られています。 

   したがいまして、指定管理者による管理の判断基準及び指定管理者に行わせるこ

とができる業務の範囲等から、同制度を早期に採用しないとの結論に至りました。 

なお、今後、卸売市場法等の動向を見ながら、効率的な施設の利用等が図られる

か検討を考えております。検討した結果は文書として保存します。 

 

(3) 施設の設置目的は具体的かについて[教育委員会事務局教育部教育総務課] 

【指摘事項】 

    登呂博物館、芹沢銈介美術館など、利用者が減尐している施設については、施設の設

置目的を達成するために、直営か指定管理者制度かどちらの管理運営方法が適切である

か検討を行う必要がある。 

   

【措置の状況】 

[教育委員会事務局教育部教育総務課] 

    （登呂博物館） 

   登呂博物館は、平成２２年１０月リニューアルオープンし、特別展や企画展を四

季に応じて開催するなど展示機能の充実を図り、集客に努めます。 
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   新博物館の管理運営を行うには、職員が培ってきた登呂遺跡に関する専門的な知

識や調査研究に関するノウハウの蓄積が必要であることから市直営で事業を推進し

ていきます。 

  （芹沢銈介美術館） 

芹沢銈介美術館の管理運営を行うには、今後も引続き著作権管理者の協力を得る

ほか、収蔵品の詳細なデータベース化が必要であり、それらの作業が完了した後に

指定管理者制度の導入を検討します。 

なお、その間の対応は隣接する博物館と連携するなどして、集客を図っていきま

す。 

 

(4) 「運用方針」の見直しについて[総務局総務部総務課] 

【指摘事項】 

 すでに指定管理者制度の適用が可能であるとされている教育機関について、「静岡市に

おける指定管理者制度運用の方針」に、指定管理者制度導入の対象外とする規定がある

ため、削除する必要がある。 

 

【措置の状況】 

 [総務局総務部総務課] 

     「運用方針等」の改正において次のとおり対応します。 

 指摘の項目について、「運用方針等」の見直しの際に削除する予定です。 

 

(5) 「非公募」の理由の内容は具体的かについて[総務局総務部総務課、生活文化局文化

スポーツ部文化振興課、同局同部スポーツ振興課、保健福祉子ども局福祉部障害者福

祉課、経済局商工部地域産業課、都市局建築部住宅政策課]  

【指摘事項】 

  非公募の理由として「事業の特殊性」、「過去の管理運営実績」などを重視している施

設が見られたが、この理由では、当該事業者が最も高いサービスを提供する唯一の事業

者であることを説明することができない。公募を原則とすることを改めて確認する必要

がある。 

 

【措置の状況】 

  [総務局総務部総務課] 

      「運用方針等」の範囲内で次のとおり徹底を図ります。 

     「運用方針等」の規定どおり、公募が原則であることについて徹底を図ります。 

     なお、「運用方針等」に照らして、公募になじまない施設については、「運用方針等」

のどの項目に該当するのかを、具体的な理由と共に明記して指定管理者選定委員会に
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諮り、募集方法を決定します。 

     ただし、今回の監査においては、市の外郭団体の自立ができていない状況で、原則

である公募を進めることには課題があるとの意見をいただいており、その問題を解決

し、公募を徹底することについては、引き続き検討を要するものです。 

      [生活文化局文化スポーツ部文化振興課] 

       次回募集時には、公募が原則であるということを踏まえたうえで、今回指摘を

受けた「過去の管理運営実績」を重視することなく、本市の運用方針に照らして

十分検討して決定していきます。 

  [生活文化局文化スポーツ部スポーツ振興課] 

  次回募集時には、公募が原則であるということを踏まえたうえで、運用方針に

照らして、十分検討して決定していきます。 

[保健福祉子ども局福祉部障害者福祉課] 

    該当施設について非公募としていた理由は、「事業の特殊性」という点について、

施設利用者が心身に重い障害をもち、意思疎通、感情・行動の制御等において、

困難な問題を抱えていることから、業務の実施に当たって利用者と施設職員の人

間関係が重要であると判断してきたこと、また、「過去の管理運営実績」という点

について、これまで築いてきた信頼関係や利用者の安心感の蓄積が不可欠な要素

であること及び現在の指定管理者の施設運営実績が良好であったことが挙げられ

ます。 

仮に、公募とした場合、利用者に接する職員が変わることにより利用者の心情

が不安定になることや、利用者の保護者等が利用者の処遇について不安を抱くこ

とが想定されます。 

なお、他都市では同様の施設で、公募で行っているところもあり、また、より

良いサービスを提供できる事業者が存在する可能性も否定できないため、公募が

原則であるということを踏まえたうえで、公募にした場合の課題とその解決法を

考慮しながら、募集方法を検討していきます。 

[経済局商工部地域産業課] 

  静岡市における指定管理者制度運用の方針等により公募を原則とすることを改

めて確認しました。ただ、本市が施設を設置した目的（地域の産業を市民等に紹

介、体験させ将来の後継者養成を図る等。）を実現させるには、経営の効率化を図

る以上に、地元産業界や特異な職人達とのネットワーク、信頼関係等を考慮して

いくことが重要であると考えております。次回募集・選定時は、改めて運用方針

に照らし適切な募集方法を検討していきます。 

[都市局建築部住宅政策課] 

     次回の募集では公募とすることで検討します。 
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(6) 管理運営を任せられる団体がどれくらいあるのかについて[総務局総務部総務課、生

活文化局市民生活部市民生活課、保健福祉子ども局福祉部福祉総務課、同局同部高齢者

福祉課、同局子ども青尐年部子育て支援課]  

【指摘事項】 

公募を行ったにもかかわらず、申請団体が１団体のみであった施設が見られた。指定

管理者となり得る団体がどの程度あるのかを事前に調査するとともに、申請団体が尐な

いことが予想される場合には、参加条件や周知方法を検討する必要がある。 

 

【措置の状況】 

  [総務局総務部総務課] 

     ①参加条件や周知方法の検討について 

      「運用方針等」の改正において次のとおり対応します。 

     公募に当たっては、「関係団体の集まる場などでの周知」、「報道機関への情報提供」

といった方法を含めて効果的な周知を図るよう努めるとともに、必要に応じて、公募

施設の申請団体や説明会の参加団体に対して公募情報の入手手段や、申請に至らなか

った場合にはその理由についてアンケートを行うなど、効果的な募集方法について検

討することとする予定です。 

②施設の管理を行うことができる団体の把握について 

     「運用方針等」の範囲内で次のとおり徹底を図ります。 

     指定管理者制度導入の可否を判断する際に、当該業務を実施している団体又は実施

可能な団体の把握に努めることについて徹底を図ります。 

 [生活文化局市民生活部市民生活課、保健福祉子ども局福祉部福祉総務課、同局同部高

齢者福祉課、同局子ども青尐年部子育て支援課]  

       指摘を受けた各施設については、指摘を踏まえて、今後も指定管理者となりうる団

体の把握に努めるとともに、公募情報の効果的な周知に努めます。（市民生活課所管の

清水市民活動センターについては平成21年度選定時に対応を図りました。） 

 

(7) 財政状態の健全性についてチェックしているかについて[総務局総務部総務課、生活

文化局市民生活部市民生活課、同局文化スポーツ部文化振興課、同局同部スポーツ振興

課、保健福祉子ども局福祉部福祉総務課、同局同部高齢者福祉課]  

【指摘事項】 

    指定管理者の経営状態の悪化に伴う指定管理からの撤退による、市民サービス提供の

中断というリスクを回避するため、申請団体の財政状態に関する審査項目を適切に設定

し、財政状態の健全性に問題がある団体は高い評価を得ている場合でも、指定管理者の

候補者としないこととする必要がある。 
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【措置の状況】 

 [総務局総務部総務課] 

     ①審査項目について 

      「運用方針等」の改正において次のとおり対応します。 

     審査項目は施設ごとに適切な項目を設定するが、収支決算において損失がないこと、

債務超過でないこと、流動比率が適切であることなど、申請団体の財務諸表等につい

て確認する審査項目を設定した場合には、提出された財務諸表等について、事前に所

管課において審査すべき項目を整理し、具体的な基準を設定して客観的な審査の実施

に努めることとする予定です。 

②欠格事項について 

     「運用方針等」の範囲内で次のとおり徹底を図ります。 

     現在、指定管理者の募集に当たっては、募集要項で欠格事項を定めることとしてい

ます。欠格事項の例として、税等の滞納がある団体や会社更生法及び民事再生法によ

る手続を行っている団体を挙げており、「運用方針等」に沿って適切に対応するよう徹

底を図ります。 

[生活文化局市民生活部市民生活課、同局文化スポーツ部文化振興課、同局同部スポー

ツ振興課、保健福祉子ども局福祉部福祉総務課、同局同部高齢者福祉課]  

指摘を受けた各施設については、指摘を踏まえてそれぞれ、適切な審査項目、欠格

事項の設定に努めます。（市民生活課については対応済みです） 

 

(8) 評価の高い管理運営実績を審査に反映しなくてよいかについて[総務局総務部総務 

課] 

  【指摘事項】 

   指定管理業務実績に対する高い評価結果を次回選定に反映させるための、独立した審

査項目を設定していない。指定管理者のモチベーションを高めるためのインセンティブ

として、指定管理実績に対する高い評価を次回の選定に反映させる仕組みを設ける必要

がある。 

 

【措置の状況】 

 [総務局総務部総務課] 

        今後、次のとおり検討していきます。 

  現在の指定管理者の総合評価結果を次回選定に反映させることは、新規に参入しよ

うとする団体の意欲を削ぐ結果となることも考えられますが、現在の指定管理者にと

ってインセンティブとなるものであるため、他都市の事例も参考にしつつ、今後、評

価結果を反映させるよう検討します。 
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(9) 募集要項に記載されている審査項目は正確かについて[生活文化局文化スポーツ部文

化振興課] 

  【指摘事項】 

    一部の施設について指定管理者の募集時に公表した審査項目と、審査時点での審査項

目に差異（記載漏れ、項目の細分化）が見られたが、市が審査したいと考える項目はす

べて募集時に公表する必要がある。 

 

【措置の状況】 

 [生活文化局文化スポーツ部文化振興課] 

   審査したいと考える項目はすべて募集時に公表するようにします。 

 

  (10) 審査項目のうち、比重・配点等についての公表は行われているかについて[総務局総

務部総務課] 

  【指摘事項】 

    選定時の審査項目の比重・配点が公表されていないが、従前の管理受託者は、その経

験から市が重視する項目を理解している可能性があり、新たに申請する団体より優位で

ある。透明性の視点から、審査項目だけでなく比重・配点は公表する必要がある。 

  

【措置の状況】 

      [総務局総務部総務課] 

       「運用方針等」の改正において対応します。審査項目に加えて、比重、配点を公表す

る予定です。 

 

(11) 各所管課の審査委員会は公平・公正に行われているかについて[総務局総務部総務

課] 

     【指摘事項】 

    選定時の各審査項目について具体的な審査基準が設けられていないが、公平・公正

な審査が行われたことを確認するためには具体的な審査基準を設ける必要がある。 

   具体的な審査基準を設けることが困難である場合には、審査委員ごとに点数の根拠や理

由を明確にして記録に残す必要がある。 

 

【措置の状況】 

       [総務局総務部総務課] 

     「運用方針等」の改正において次のとおり対応します。各審査項目について、審査の

客観性を高めるために、具体的な採点の基準の設定に努めることとするほか、総合評

価と同様に基本項目ごとに所見欄を設けて、採点に当たっての考え方を記載すること
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とする予定です。 

 ① 審査項目「決算収支の状況（経常収支・実質収支）」について 

     この項目に限らず、可能な限り具体的な採点の基準の設定に努めることとする予

定です。 

    ② 審査項目「経費節減を旨とした積算となっているか」について 

     この項目に限らず、可能な限り具体的な採点の基準の設定に努めることとする予

定です。この項目については、経費節減に関する考え方と具体的な方策を審査する

ものと、指定管理料自体を審査する項目を区別するよう審査項目の例を示す予定で

す。 

    ③ 審査項目「休館日と開館設定時間はどのように考えているか」について 

     この項目に限らず、可能な限り具体的な採点の基準の設定に努めることとする予

定です。 

    ④ 審査項目「当該施設（又は類似施設）の管理運営実績を有しているか」につい

て 

     この項目に限らず、可能な限り具体的な採点の基準の設定に努めることとする予

定です。採点の基準の設定に当たっては、類似施設にはどの様な施設を含むかを明

らかにする予定です。 

     なお、当該施設の管理運営実績の反映については、今後、検討を行っていきます。 

 

(12) 指定管理者が委託する業者の専門的能力も審査上評価するのかについて[総務局総

務部総務課、生活文化局文化スポーツ部スポーツ振興課] 

   【指摘事項】 

   ・清水ナショナルトレーニングセンターについて、所管課の審査委員会では、第三者

に委託している芝の管理を高く評価しているが、その場合は、芝の管理の委託先につ

いて仕様書等で指定したうえで募集・審査を行う必要がある。 

・芝の管理は独立した審査項目とはなっていないが、芝の管理が重要であるならばそ

れ自体を審査項目とする必要がある。 

・指定管理者選定委員会に提出された資料では、芝の管理能力が申請者自身の能力であ

ると誤解されるような記載があったため、資料は適切に作成する必要がある。 

 

【措置の状況】 

       [総務局総務部総務課] 

    「運用方針等」の範囲内で次のとおり徹底を図ります。 

    指定管理申請団体の提案について、第三者に委託することが認められている業務も

含めて審査を行うことに問題はないが、それが審査の中心とはならないこと、指定管

理者選定委員会の資料は誤解を与えることがないよう適切に作成することを各所管課
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に周知徹底します。 

  [生活文化局文化スポーツ部スポーツ振興課] 

    指摘を踏まえ、次回募集時には、芝管理委託を含めた、第三者委託するものに

ついては、より良い業者を選び、適切に管理させているかを含め、指定管理者自

体の評価をします。 

 

(13) 指定管理者選定委員会の審査結果から見えてくるものについて[総務局総務部総

務課、生活文化局文化スポーツ部文化振興課] 

【指摘事項】 

    静岡市民文化会館及び清水文化センターの指定管理者の選定について、所管課の審

査委員会が高く評価した、「過去の管理委託の実績」、「公益法人であること」、「静岡科

学館などとの連携事業」は一部の申請者に有利な判断材料であるという印象であった。 

指定管理者選定委員会では、一部の項目に疑問を呈しているものの、審査委員会の審

査結果とほぼ同様の見解で選定を行っている。指定管理者選定委員会においても、公

平・公正な審査が行われるための方法を検討する必要がある。 

 

【措置の状況】 

［総務局総務部総務課] 

    「運用方針等」の範囲内で次のとおり徹底を図ります。 

   指定管理者選定委員会においては、選定の視点を統一や審議の活性化を図るため、募

集や選定に関する指定管理者選定委員会の開催前に、審査資料とともに、「運用方針等」

を踏まえた具体的な審査のポイントを各選定委員に配布します。 

    [生活文化局文化スポーツ部文化振興課] 

    審査委員会における審査の基準や、審査の視点に、一部の申請者に有利な判断材

料と受け取れるような箇所があれば、調整し見直しを検討します。 

    

  (14) 指定管理者の選定結果の公表はルールどおりに行われているかについて[生活文

化局市民生活部市民生活課、同局同部男女共同参画課、同局文化スポーツ部文化振

興課、保健福祉子ども局福祉部高齢者福祉課、同局同部障害福祉課、都市局建築部

住宅政策課]  

【指摘事項】 

    指定管理者の審査・選定結果はホームページで公表することになっているが、清水

なぎさホーム、市営住宅については、公表されていなかった。 

  また、清水市民活動センター、女性会館、静岡科学館、静岡老人ホームについては、

公表すべき項目について公表がなされていないものがあった。 

    市のルールに従って公表する必要がある。 
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【措置の状況】 

   [生活文化局市民生活部市民生活課、同局同部男女共同参画課、同局文化スポーツ

部文化振興課、保健福祉子ども局福祉部高齢者福祉課、同局同部障害福祉課、都市

局建築部住宅政策課]  

    指摘を受けた各施設の選定結果については、指摘のとおり公表しました。 

 

(15) 指定管理者の選定結果の公表内容は今のままでよいかについて[総務局総務部総

務課] 

【指摘事項】 

    選定結果の公表内容について、詳細な審査得点、申請団体別の講評、選定の重点項目、

各申請団体の評価された点・务っていた点、改善事項などを含めて充実したものとする

必要がある。 

 

【措置の状況】 

  [総務局総務部総務課] 

   ①市ホームページでの選定結果の公表について 

    「運用方針等」の範囲内で次のとおり徹底を図ります。 

    市ホームページでの公表項目は、従来どおりとしますが、「総評（選定の理由など）」

について、どの様な点が評価されて、当該団体が指定管理者に選定されたかが分かる

ように十分な記載が為されることを徹底します。 

②指定管理者への通知内容について 

    「運用方針等」の改正により次のとおり対応します。 

   指定管理者の選定に関する申請団体の自己情報（本市の条例に照らして公開すべきでは

ない事項を除く）は、現在でも求めがあれば申請団体に公表しており、今後、選定結果

の通知の際に審査項目ごとの点数や当該団体に関する審査概要を申請団体に対して積

極的に公表する予定です。 

 

(16) 市と指定管理者のリスクの分担は適切に行われているかについて[総務局総務部

総務課] 

【指摘事項】 

    市と指定管理者の間のリスク分担について、基本的な考え方を明文化したものがな

く、リスク分担について取り決めをしていない施設が見られたことから、基本的な考え

方の明確化、募集段階での基本的な事項の明確化のほか、募集後に検討が必要になった

リスクについて、指定管理者との協議により協定書に明記する必要がある。 

 

【措置の状況】 
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  [総務局総務部総務課] 

    「運用方針等」の改正において次のとおり対応します。 

    リスク分担について基本的な考え方を示し、所管課において施設ごとに想定される

リスクの分担について検討を行うほか、他の自治体の例も含めてリスクに関する情報

の蓄積を行い、リスク分担の明確化に努めることとする予定です。 

    なお、指定期間中に事前の定めのない想定外のリスクが発生し、市と指定管理者の協

議により対応方針が決定した場合には、当該協議の経緯や結果を文書で保存するととも

に、一般化することが適当でないものを除いて、翌年度のリスク分担表等に反映させる

こととする予定です 

 

(17) 施設の修繕は誰が行うのかについて[総務局総務部総務課] 

【指摘事項】 

    施設の修繕については、大規模修繕は市が、小規模修繕は指定管理者が行うこととし

ているが、具体的な金額による分担を仕様書等に明記していない施設があったため、具

体的な金額を明記する必要がある。 

 

【措置の状況】 

  [総務局総務部総務課] 

    「運用方針等」の改正において次のとおり対応します。 

    総務課では修繕を含むリスク分担について基本的な考え方を示し、施設所管課と指定

管理者で事前に協議を行うなど、仕様書等での曖昧な表現により発生するトラブルの防

止に努めることとする予定です。 

 

(18) 多額の剰余金が出ているが指定管理料の積算は適正かについて[保健福祉子ども

局福祉部障害者福祉課] 

【指摘事項】 

    清水なぎさホームについて、指定管理料の上限額の算定基礎となった人員配置と実

際の人員配置が乖離していることから、多額の剰余金が発生したが、指定管理料の上

限額の積算は、人員配置や給与水準など事業の実態を把握したうえで適正に行う必要

がある。 

    また、収支差額が著しい場合にその原因を分析し、指定管理料の積算基礎と指定管理

業務の実態が乖離していることが認められた場合には、翌年度の指定管理料の変更につ

いて協議を行う必要がある。 

 

【措置の状況】 

  [保健福祉子ども局福祉部障害者福祉課] 
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平成20年度の「清水なぎさホーム」の指定管理料に多額の差金が発生したことに

ついては、実際の人員・給与が積算（予算）と乖離していたことが原因（臨時職員

賃金の積算に錯誤があった。）であったため、協定書を変更し、指定管理料を返還

させました。 

また、平成21年度は、正しい積算に基づいた金額で協定を締結し、毎月の事業報

告の際に職員の配置状況を添付させ、職員配置が適正に行われているかを確認する

こととしました。 

 

(19) 多額の剰余金を出させないために必要なことについて[総務局総務部総務課] 

【指摘事項】 

    指定管理料の積算ミスや仕様書の記載誤りなど、指定管理者の経営努力によらない多

額の剰余金が発生した場合には、協定変更により正しい形とすることが必要であるが、

現状では、それが行われていないケースがあり、随時、柔軟に対応できるかどうかも疑

問であるため、年度終了時だけでなく、年度途中においても定期的に適切なチェックを

行う必要がある。 

 

【措置の状況】 

  [総務局総務部総務課] 

「運用方針等」の改正において次のとおり対応します。 

    指定管理業務に関する定期的な報告について、実施時期と報告すべき項目を示し、そ

れを適切に確認することで仕様書の誤り等の早期の発見を図る予定です。 

 

(20) 事業報告書の収支状況の記載内容は適切かについて[総務局総務部総務課、生活文

化局市民生活部市民生活課、同局同部男女共同参画課、同局文化スポーツ部文化振

興課、同局同部スポーツ振興課、保健福祉子ども局福祉部福祉総務課、同局同部高

齢者福祉課、同局子ども青尐年部子育て支援課、経済局農林水産部農林総務課] 

【指摘事項】 

指定管理者が提出する事業報告書には、管理経費等の収支状況を記載することが義

務付けられているが、収支差額や予算実績差異の記載がない施設が見られた。 

    事務処理要領において、事業報告書に記載する収支状況の内容を定め、指定管理者が

自らこれらの情報を記載し報告する仕組みを構築する必要がある。 

 

【措置の状況】 

  [総務局総務部総務課] 

    「運用方針等」の改正において次のとおり対応します。 

    収支状況の報告について、収支差額や予算及び決算の差異の状況とその理由などが
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記載されるよう、収支状況の報告に関する様式を示して報告内容の充実を図る予定で

す。 

  [生活文化局市民生活部市民生活課、同局同部男女共同参画課、同局文化スポーツ部

文化振興課、同局同部スポーツ振興課、保健福祉子ども局福祉部福祉総務課、同局

同部高齢者福祉課、同局子ども青尐年部子育て支援課、経済局農林水産部農林総務

課] 

指摘を受けた各施設については、指摘を踏まえて収支状況の適切な記載を行いまし

た。 

 

(21) 収支状況の収支差額が０とはどういうことかについて[経済局商工部地域産業課、

都市局建築部住宅政策課] 

【指摘事項】 

収支差額について、実際には収支差額が生じているものの、会計上の調整でそれを

０とし、調整後の数値を決算数値として報告していると推定される施設が見られた。

市は、事業報告書の内容について実態を反映した適正なものとするよう、指定管理者

への指導を徹底する必要がある。 

 

【措置の状況】 

[経済局商工部地域産業課] 

    収支報告書の中で一般管理費の中の諸経費を指定管理者側の利益（領収書のな

いもの）として把握していたが、収支決算書の中で０として報告を受けたものを、

そのままにしてしまっていたため平成20年度以降の報告書の中で適正に処理する

よう指示しました。 

  [都市局建築部住宅政策課] 

    平成21年度より事務局管理経費等については収支に計上しないものとし、収支

差額を明確にするよう指導しました。 

 

(22) 検査報告書の作成は適切に行われているかについて[保健福祉子ども局福祉部障

害者福祉課、同局子ども青尐年部子育て支援課] 

【指摘事項】 

事業報告書の提出を受けた後に作成する検査報告書が作成されていない施設が見ら

れた。委託料を前金払いとしている施設であっても指定管理者の管理状況の確認と改

善の指示は必要であり、検査報告書は必ず作成する必要がある。 

 

【措置の状況】 

[保健福祉子ども局福祉部障害者福祉課、同局子ども青尐年部子育て支援課] 
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ご指摘のとおりであり、平成19年度分より作成対応するとともに、平成20年度に

ついても適切に対応しました。 

 

(23) 指導内容の文書化が必要について[総務局総務部総務課、生活文化局文化スポーツ

部文化振興課] 

【指摘事項】 

 指定管理者への改善を口頭で行った場合について、指導内容が文書化されていない

施設が見られた。指導内容は、指導を行ったことの証拠資料として、また、指導事項

が改善されたかどうかを確認するための資料として文書化しておく必要がある。 

 

【措置の状況】 

[総務局総務部総務課] 

「運用方針等」の改正において次のとおり対応します。 

       指定管理者への指導は、原則として文書で行うこととし、その他の軽微な事項につ

いても文書で保存することとする予定です。 

[生活文化局文化スポーツ部文化振興課] 

指導内容は文書として作成しました。 

 

(24) 指定管理者は自己評価を適切に実施しているかについて[総務局総務部総務課] 

【指摘事項】 

指定管理者による自己評価の実施を義務付けている規定はないことから、指定管

理者が自己評価を行っていない施設が見受けられた。市が評価を行う際の基礎資料

として、指定管理者の実績のアピール情報としても有用であることから、すべての

施設で自己評価を行う必要がある。 

 

【措置の状況】 

[総務局総務部総務課] 

「運用方針等」の改正において次のとおり対応します。 

     年度終了時に指定管理者による自己評価を行うこととし、当初計画と実績の比較

分析や指定管理業務の成果と課題とそれらに対する指定管理者の考え方を事業報告

書に記載することとする予定です。 

 

(25) 市が実施した「年度評価」の実施内容は適切かについて[総務局総務部総務課、生

活文化局市民生活部市民生活課、同局同部男女共同参画課、同局文化スポーツ部文

化振興課、同局同部スポーツ振興課、保健福祉子ども局福祉部福祉総務課、同局同

部高齢者福祉課、同局子ども青尐年部子育て支援課、経済局商工部地域産業課、同
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局農林水産部農林総務課、都市局建築部住宅政策課] 

【指摘事項】 

・年度評価シートの記載内容が不十分な施設がある。指定管理者や市民に対する適

切な情報提供を行うため、記載内容を充実させる必要がある。 

・評価結果を施設の課題解決につなげるため、年度評価シートには施設の課題や指

定管理者への要望を含めて記載する必要がある。 

・評価項目ごとに点数評価を行っている施設があるが、点数のみによる記載である

ため、評価内容や改善事項などを具体的に記載する必要がある。 

・設置目的の異なる複数の施設を一つの年度評価シートに記載している例があった

が、年度評価シートは施設ごとに作成する必要がある。 

 

【措置の状況】 

[総務局総務部総務課] 

「運用方針等」の範囲内で次のとおり徹底を図りました。 

     年度評価シートの記載については、「運用方針等」の評価の目的等を踏まえて、適

切な記載が為されるよう、平成21年度に実施した評価の実施依頼の際に所管課に対

して徹底を図りましたが、一部の施設ではさらに改善すべき点があるため、引き続

き、記載の充実を徹底します。 

  [生活文化局市民生活部市民生活課、同局同部男女共同参画課、同局文化スポーツ部

文化振興課、保健福祉子ども局福祉部福祉総務課、同局同部高齢者福祉課、経済局

商工部地域産業課] 

指摘を受けた各施設については、指摘を踏まえて年度評価シートの適切な記載を

行いました。 

[生活文化局文化スポーツ部スポーツ振興課] 

設置目的の異なる施設を一括して記載しているとの指摘については、平成22年度

の実施の年度評価より、施設ごとに年度評価シートを分けて記載します。 

[保健福祉子ども局福祉部障害者福祉課] 

平成21年度に作成した年度評価シートでは、全体の情報量が不足しているため、

平成22年度にはさらなる記載の充実を図ります。 

[保健福祉子ども局子ども青尐年部子育て支援課] 

（静岡・清水中央子育て支援センター） 

平成21年度作成の年度評価シートでは、数値情報や次年度以降の課題要望等は示

したものの、全体的な情報量が不足していたため、平成22年度において、協定書に

記載のある事項や実績数値等について具体的に評価・検証を行い、内容の充実を図

ります。 

（児童館） 
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平成21年度作成の年度評価シートでは、数値情報は示したものの、次年度以降の

課題要望等、全体的な情報量が不足していたため、平成22年度において、協定書に

記載のある事項や実績数値等について具体的に評価・検証を行い、内容の充実を図

ります。 

［経済局農林水産部農林総務課] 

平成21年度に作成した年度評価シートでは、数値情報や清掃に関する要望を記載

したが、全体の情報量は不足しているため、平成22年度にはさらなる記載の充実を

図ります。 

［都市局建築部住宅政策課] 

   平成21年度に作成した年度評価シートでは、緊急時の連絡体制の強化などの要望

を記載しましたが、数値情報や全体の情報量が不足しているため、平成22年度には

さらなる記載の充実を図ります。 

 

(26) 「年度評価」で指定管理者の経理状況をチェックすべきであるについて[総務局総

務部総務課、生活文化局市民生活部市民生活課、同局同部男女共同参画課、同局文

化スポーツ部スポーツ振興課、保健福祉子ども局子ども青尐年部子育て支援課] 

【指摘事項】 

指定管理者自体の財政状態については、年度評価の対象ではないものの十分に配

慮することと定められているが、指定管理者自体の財政状況を把握するための決算

書等を入手していない施設が見られた。指定管理者の財務諸表の入手と基本的な数

値の確認は、制度上、義務化する必要がある。 

 

【措置の状況】 

[総務局総務部総務課] 

「運用方針等」の改正において次のとおり対応します。 

     財務諸表を入手するなど、指定管理者自体の経理状況について十分に配慮するこ

ととする予定です。 

[生活文化局市民生活部市民生活課、同局同部男女共同参画課、同局文化スポーツ部

スポーツ振興課、保健福祉子ども局子ども青尐年部子育て支援課] 

指摘を受けた各施設については、指摘を踏まえて財務諸表等を入手して指定管理

者自体の経理状況を確認しました。 

 

(27) 市が実施した「総合評価」の実施内容は適切かについて[総務局総務部総務課、保

健福祉子ども局福祉部福祉総務課、同局同部高齢者福祉課、同局子ども青尐年部子

育て支援課] 

【指摘事項】 
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総合評価において、評価委員の所見が記載されていないものがあったため、施設

の課題等を把握し、改善につなげるためにも所見は必ず記載する必要がある。その

際、問題点や改善提案を明確に記載すること、評価項目ごとに所見を記載すること、

評価委員会全体として課題等の重点などを明確にすることを提案する。 

 

【措置の状況】 

[総務局総務部総務課] 

①所見欄の記載に関する事項 

「運用方針等」の範囲内で次のとおり徹底を図りました。 

     所見欄の記載については、平成19年度の評価実施後に注意を促しているほか、平

成20年度、平成21年度にも評価実施依頼において、所見欄に記載をするよう求めま

した。平成20年度にはすべての施設において所見欄が記載されているが、平成21年

度には一部の施設で、所見が記載されていなかったため、今後も評価実施依頼を行

う際に所見欄の記載を求めていきます。 

②評価点の根拠や背景に関する事項 

「運用方針等」の範囲内で次のとおり徹底を図ります。 

     評価点の根拠や背景を明らかにするため、所見欄の記載内容の充実を図ります。 

③評価委員会としての所見に関する事項 

      「運用方針等」の改正において次のとおり対応します。 

      評価委員会としての意見を集約し、課題や問題点の重要度などの整理を行うこ

ととする予定です。 

[保健福祉子ども局福祉部福祉総務課、同局同部高齢者福祉課、同局子ども青尐年部

子育て支援課] 

指摘を受けた施設については、次回の総合評価実施時に、指摘を踏まえて所見欄

の適切な記載を行います。 

 

(28) 「総合評価結果報告書」の各所管課の意見の記載は十分かについて[総務局総務部

総務課、保健福祉子ども局福祉部福祉総務課、同局同部障害者福祉課] 

【指摘事項】 

     総合評価結果報告書の各所管課の意見の記載が不十分な施設が見られたため、記

載の充実を図る必要がある。 

また、評価委員の所見で課題が指摘されていても所管課の意見として課題と対策

が記載されていない施設があったため、所管課の考え方を記載する必要がある。 

  

【措置の状況】 

[総務局総務部総務課] 
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「運用方針等」の範囲内で次のとおり徹底を図りました。 

     平成21年度に実施した総合評価では、総合評価結果報告書の所管課の意見につい

て、十分な記載が行われるよう徹底しました。 

[保健福祉子ども局福祉部福祉総務課、同局同部障害者福祉課] 

指摘を受けた各施設については、次回の総合評価実施時に、指摘を踏まえて総合

評価結果報告書の記載の充実を図ります。 

 

(29) 数値目標を設定し、目標達成度を評価しなくてよいかについて[総務局総務部総務

課] 

【指摘事項】 

 数値目標の設定状況については各施設で差がある。市と指定管理者の合意によ

り、適切な数値目標を設定し、達成度の評価と原因分析を行うことを検討する必

要がある。 

 

【措置の状況】 

[総務局総務部総務課] 

             「運用方針等」の改正において次のとおり対応します。 

       「運用方針等」で数値目標の設定に関する基準を定め、数値目標の設定、達成

度の評価を行う予定です。 
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